
植物性大豆油インキを使用しています。

独自の電子マネー「WAON」の発行を開始いたしました
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独自電子マネー「WAON」の

発行を開始いたしました

代表取締役社長　
森　美樹

株主の皆さまへ

これらの結果、当中間期の連結業績は、取扱高１兆3,392億51百万円（前年同期比10.3％増）、営業収益は国内のキャッシングサービ

スの金利を引き下げた影響があったものの、事業開始20周年を迎えた香港をはじめ、タイ、マレーシア等の海外事業が好調に推移し

たことにより、904億93百万円（同8.1％増）となりました。営業費用につきましては、資金調達コストの増加や新規事業への戦略的投資

等により増加いたしましたが、ローコストオペレーションの徹底に継続して取り組んだことにより、営業利益177億92百万円（同5.8％減）、

経常利益178億89百万円（同5.2％減）、中間純利益98億1百万円（同0.8％増）を確保することができました。

■通期の見通し

当社が属するクレジット業界の経営環境につきましては、利息返還請求の高止まりや貸金業規制法の段階的施行による法的規制の

強化に加え、資金調達面では引き続き市場金利の上昇が見込まれるなど、厳しい経営環境が続くものと予想されます。こうしたなか、

本年9月に業務提携を締結した近畿日本ツーリスト株式会社をはじめ、各業界を代表する企業との提携カード発行を通じ、新たな顧客

層の開拓に取り組んでまいります。

海外事業におきましては、日本での成功事例を水平展開することによりクレジットカード事業及びクレジット周辺事業の拡大に取り組

むとともに、新たな国・地域への進出を目指し、事業調査を継続してまいります。

今後とも株主の皆さまのご期待に沿えるよう、より一層の事業拡大に取り組んでいく所存でございますので、何卒変わらぬご支援を

賜りますようお願い申し上げます。

2007年10月

株主の皆さまには、ますますご健勝のこととお慶び申し上げます。

第27期中間報告書をお届けするにあたり、日頃のご支援に対し心より感謝申し上げますととも

に、ノンバンク業界の経営環境に関し、株主の皆さまには大変なご心配をお掛けしていること

を心苦しく存じております。当社といたしましては、流通系のクレジットカード会社ならではの

強みを活かし、この厳しい経営環境を乗り越えて参る所存でございますので、長い目で見守って

いただければ幸いに存じます。

■当中間期の業績

当中間期は、メガバンク主導の業界編成による競争の激化や、昨年12月に公布された改正

貸金業規制法の影響等により、当社を取り巻く経営環境は大変厳しい状況で推移いたしまし

た。このような環境のなか、国内・海外ともに会員募集が順調に推移し、連結のカード会員数

は前期より54万人純増の1,776万人となりました。また、稼働会員数につきましても前期より

52万人純増の1,028万人と順調に拡大することができました。

新たな収益源の開拓といたしましては、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモと提携したケータ

イクレジット「イオンiD」や東日本旅客鉄道株式会社と提携した「イオンSuicaカード」の発行に

続き、グループ独自の電子マネー「WAON（ワオン）」の発行を首都圏より開始いたしました。

WAON一体型イオンカードの発行により、クレジットカードの携帯率向上や利用金額の拡大に

取り組むとともに、「iD」、「Suica」に加えて「WAON」の加盟店精算代行業務を開始するなど、

電子マネー事業に本格的に参入いたしました。

海外事業におきましては、中国において現地大手銀行と提携し、信用保証事業を開始する

とともに、タイにおきましてはサービサー会社を新たに設立し、クレジット周辺事業の取り組

みを強化いたしました。また、1997年に設立したマレーシア現地法人において証券取引所へ

の上場認可を取得するなど、各国において着実に業容を拡大することができました。

１株当たり中間配当金 15円

当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営の重要施策と

位置付け、株主の皆さまに適正な利益配分を実施するとともに、事業

拡大や生産性向上を実現するための内部留保資金の確保を行い、

企業競争力を高めることを基本方針としております。この方針のもと、

当中間期の配当金は15円を実施させていただきます。また、期末配

当金は当初予定の20円を5円増配の25円に増配させていただきま

す。これにより、年間配当金は40円となる予定であります。

2008年2月期　中間決算ハイライト （単位：億円）

連結 単独

当中間期 前年同期比 当中間期 前年同期比

取　扱　高 13,392 110% 11,640 109%

営 業 収 益 904 108% 608 99%

経 常 利 益 178 95% 127 84%

中間純利益 98 101% 80 88%

配当金の状況

2007年2月期 2008年2月期 2008年2月期

配当実績 当初予想 修正予想

中 間 配 当 金 15円 15円 15円

期 末 配 当 金 25円 20円 25円
（内、記念配当） （5円） （－） （－）

年間配当金合計 40円 35円 40円
（内、記念配当） （5円） （－） （－）

配　当　性　向 30.5% 26.5% 30.3%

※当中間期より配当性向は連結ベースで算出しております。



特 集
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お客さまの利便性の向上に寄与することを目指し、2007年4月より関東1都6県ならびに新潟

県の一部のジャスコ、マックスバリュ、イオンスーパーセンター、カルフールなどでご利用い

ただける、イオン独自の電子マネー「WAON」の発行を開始いたしました。お客さまの使い

方にあわせ、イオンが発行する「WAONカード」、当社が発行する「WAONカードプラス（イオ

ンカード子カード）」・「イオンカード（WAON一体型）」の3種類の「WAON」対応カードより

お選びいただけます。決済方法の選択肢がより拡がることで、お客さまのお買物の利便性

向上を目指してまいります。

オートチャージ機能
「WAON」の残高が一定額未満になると

自動的に設定金額がチャージされる、

「オートチャージ機能」が付きます。

※今秋より対応開始予定

特長1 特長2

特長3

ポイントがたまる、

おトクな電子マネーWAON「ワオン」
電子マネー事業の展開について

当社は数十兆円とも言われる小額決済市場を開拓するため、2006年11月より、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモと

提携しケータイクレジット「イオンiD」のサービスを開始し、2007年2月には東日本旅客鉄道株式会社と提携した

「イオンSuicaカード」の発行を開始いたしました。さらに4月より、グループ独自の電子マネー「WAON」の発行を

開始いたしました。決済機能を多様化することによりお客さまのニーズに対応するとともに、当社カードの携帯率の

向上や新たな顧客層の開拓、加盟店手数料収入など新たな収益源の開拓へつなげてまいります。

クレジットカード稼働率の向上
決済機能の多様化によりクレジットカードの携帯率を
高め、稼働率の向上を目指します。

新たな顧客層の開拓
小額決済に親和性の高い機能を導入し、「現金顧客」
をはじめとする新たな顧客層の開拓を目指します。

1

新たな収益源の育成
電子マネーご利用時やクレジットチャージの際に得ら
れる手数料を、新たな収益源として育成いたします。

2
3

イオンSuicaカードイオンiD 独自電子マネー「WAON」

2006年11月サービス開始 2007年2月発行 2007年4月発行

年会費無料

「WAON」は年会費無料です。

お客さまのニーズに合わせて3種類

のカードよりお選びいただけます。

WAONポイント

お買い上げ金額200円（税込）毎に

「WAONポイント」1ポイント付与

（1円相当）します。



65

23期 24期 25期 26期

1,600

1,400

1,200

1,000

0

（万人）

1,210
1,290

1,370

1,455 1,498

27期

■カード会員数の推移 ■稼働会員数・稼働率の推移

当中間期は、主力カードのイオンカードをはじめとする会員募集の強化に加え、昨年発行を

開始したコスモ石油株式会社との提携カード「コスモ･ザ･カード･オーパス」の会員募集が

順調に推移し、カード会員数は43万人純増の1,498万人に拡大、稼働会員数は45万人純増

の875万人となりました。カード稼働率は60%まで上昇するなど順調に推移しております。

カード利用場面の拡大
現在クレジットカードは、日常生活の様々なシーンで欠かすことの出来ない重要な決済

手段として定着しつつあります。当社は毎月のお支払いが発生する加盟店の開発強化に

加え、医療分野や公金分野などカード決済領域の拡大に継続して取り組んでおります。

国内事業 拡大するカード決済市場へ着実に対応

【保険代理店事業】エヌ・シー・エス興産株式会社
インターネットやダイレクトメールによる保険の無店舗販売に継続して取り組んだ結果、傷害保険の新規契約数を拡大させる

ことができました。特に、契約者の分析結果に基づきセグメントされたダイレクトメールにより、昨年を大きく上回る申し込み

率を確保することができました。これらの取り組みにより、保険業界全体が低迷する中、当中間期の営業収益は5億60百万円

（前年同期比100.4%）を確保しております

【サービサー事業】エー・シー・エス債権管理回収株式会社
公共料金分野への取り組みにつきましては、福岡市水道局との契約締結により、水道料金の回収業務の受託を開始いたしま

した。また、電気料金への取り組みにつきましては、大手電力会社5社との契約が内定しております。また、外部債権の回収

業務受託拡大に対応するため、コンタクトセンターを前期末より6拠点増加の全国11拠点へ拡大しております。これらの取

り組みにより、当中間期の営業収益は8億90百万円（前年同期比120.8%）と順調に拡大しております。

国内子会社の取り組み

会員募集の強化
新たな提携カードの発行として、楽器小売業及び全国に105ヵ所のミュージックスク

ールを展開する島村楽器（株）との提携による「シマムラミュージックカード」、全国

1,000店舗以上のガソリンスタンドを展開する三菱商事石油（株）との提携による

「三菱商事石油・イオンカード」を発行いたしました。

また、大手旅行代理店の近畿日本ツーリスト（株）と旅行関連サービス事業について

業務提携を締結し、新規提携カード「KNT Card」の発行を予定しております。

お客さまサービスの向上
カード特典の強化として、イオンカード、サティ・ビブレカード、サティカードの各カー

ドの特典を共通化いたしました。毎月開催のお客さま感謝デーにおいてのお買い

物割引や映画料金の割引、ポイント制度など、すべての特典がご利用いただけます。

また、当社が取り扱うすべての融資商品の実質年率は、2007年3月11日以降の

新規利用分より、利息制限法の上限金利内の18%以下に引き下げるなど、お客さま

サービスの向上に努めております。

公共料金 公金分野交通・通信
分野日常分野T&E分野

「モノ」から「サービス」へ

・海外旅行 ・食料品
・高額商品 ・衣料品 ・電話料金

・自動車通行料金

・インターネット

・電気料金
・ガス料金
・新聞購読料金
・NHK受信料金

・地方税
・水道料金
・医療費

シマムラミュージックカード 三菱商事石油・イオンカード
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海外事業
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■営業収益の推移 ■営業収益構成比

海外事業
32%

国内事業
68%

マレーシア AEON CREDIT SERVICE（M）BERHAD

マレーシア現地法人　上場へ
イオンクレジットサービス（マレーシア）は、

カード会員の利便性向上を図るため、ノンバンク

初となるＡＴＭ展開を開始するとともに、高額利

用者の組織化に向けゴールドカードの発行を開

始いたしました。また、ハイヤーパーチェス事

業においてモーターバイクに対するクレジット

ニーズが高い地方都市での営業活動の強化や

マレーシア・オートバイ・スクーター販売店協会

と提携し、モーターサイクル協会ゴールドカード

を発行、クレジットカード事業を拡大いたしまし

た。同社は7月にマレーシア証券委員会より

マレーシア証券取引所への上場許可を取得し、

年内の上場へ向けた準備に取り組んでおります。

事業開始20周年を迎えた香港をはじめ、タイ･マレーシア等の海外事業が好調に推移した

結果、営業収益に占める海外収益の割合は32%まで上昇し、連結業績に大きく貢献いたし

ました。

海外事業の成長が大きく貢献

香港・中国 AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO., LTD.

AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO., LTD.

香港では、会員募集の強化によりカード会員数は順調に推移しております。また、

保険の代理販売業務や回収代行業務における外部債権の受託先拡大を強化いたし

ました。なお、同社は10月を以って事業開始20周年を迎える運びとなりました。

中国では、信用保証事業を展開し家電量販店との加盟店契約を締結、サービスの

提供を開始するとともに、深　では、回収代行業務受託を強化いたしました。

タイ AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC.

イオンタナシンサップ（タイランド）におきましては、カード会員数を拡大するととも

に、高額利用者向けのサービス強化策として、ゴールドカードの発行を開始いたし

ました。また、拡大する規模への対応とディザスタリカバリー体制強化を目的に、

事務集中センターを4極体制に拡大いたしました。3月にサービサー事業を行う

エー・シー・エス・サービシング（タイランド）を設立し、クレジット周辺事業への取り

組みを強化いたしました。

台湾 AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）CO., LTD.

AEON CREDIT CARD（TAIWAN）CO., LTD.

イオンクレジットサービス（台湾）におきましては、加盟店と共同企画を実施するな

ど取扱高を順調に拡大いたしました。また、イオンクレジットカード(台湾)におきま

しては、2種類の新規提携カードの発行を開始いたしました。また、保険料や税金

のカード決済を可能にするなどカード決済分野を拡大しております。

インドネシア PT. AEON CREDIT SERVICE INDONESIA

イオンクレジットサービス（インドネシア）におきましては、加盟店開発を強化すると

ともに、従来の家電や家具に加えて、クレジットニーズが高いモーターバイクの

取り扱いを開始するなど、着実に業容を拡大することができました。また、ハイヤー

パーチェスをご利用いただいた優良顧客に対し会員専用カードを発行するなど、

クレジットカード発行を視野に入れた取り組みを開始いたしました。

イオンゴールドカード モーターサイクル協会
ゴールドカード

高雄三信カード 虹優科技カード



CSRへの取り組み

社会福祉施設への寄付活動
当社は1995年より毎年、身障者の方々の社会

参加の促進、福祉の増進に寄与することを目的と

して、従業員からの募金と会社からの拠出金を

全国の社会福祉施設に贈呈しています。今期は、

10ヶ所の社会福祉施設へ寄付金を贈呈し、寄付

施設は合計で69ヶ所となりました。現在も従業員

による施設へのお手伝いを通じて交流を行って

おります。

募金活動
当社は、24時間テレビ「愛は地球を救う」キャン

ペーンに協賛し、全国の事業所や店頭カード募集

カウンター、インターネットでの募金活動を実施いた

しました。皆さまからお寄せいただいた募金は24時

間テレビ事務局を通じて、地球環境保護支援、災害

援助、福祉車両贈呈などに役立てられます。

イオン1%クラブを通じた活動
イオン1%クラブを通じた活動では、ラオスの学校

建設支援など、当社が事業を展開するアジア諸国で

の取り組みを中心に社会貢献活動を行ってまいりま

した。

釧路市
（北海道）

つくば市
（茨城県）

さいたま市
（埼玉県）

四日市市
（三重県）

京都市
（京都府）

高松市
（香川県）

徳島市
（徳島県）

高崎市
（群馬県）

鳥取市
（鳥取県）

防府市
（山口県）

ときめきポイントによる寄付活動
「ときめきポイント」による寄付活動を通じて、全国の森林保護、自然環境保全活動

を実施するとともに、従業員による地域の清掃活動、「環境ISO14001」のマネジメ

ントシステムに基づく、紙の使用量や使用エネルギ－の削減に継続して取り組んで

まいりました。

社会貢献活動 環境保全活動

従業員による植樹活動
香港で事業を展開している「イオンストアーズ（香港）」と「イオンクレジットサービス

（アジア）」は1987年の業務開始から20周年を迎えたことを記念し、「香港20周年記

念植樹」を実施いたしました。両社従業員のほか、近隣住民や学生の皆さま、日本

からのボランティアなど合わせて約400名が参加し、紅膠木や楓香などの苗木を

2万本植樹いたしました。その他にも、秋田下浜海岸植樹、北海道支笏湖植樹、万里

の長城植樹などイオン環境財団による国内外の植樹活動に当社従業員がボランテ

ィアとして積極的に参加し、地域住民の方々との交流を深めてまいりました。

タイ・イオン財団の設立
植樹や教育支援を通じた環境保全・社会貢献活動を推進するため、タイ内務省より

認可を取得し、タイ・イオン財団を設立いたしました。財団の設立は、「環境の保全」、

「教育の振興および人材の育成」、「広く公共の利益へ寄与」を目的としております。

今後設立後3年間は当社から寄付を行うとともに、イオン1%クラブやイオン環境

財団と連携をとり、活動を行ってまいります。
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トピックス

長期固定借入比率

＜単独＞

直接調達比率

72%

39%

金利上昇リスクへの対応
将来の金利上昇リスクに対応するため、本年7月に5年物の無担保社債200億円を

発行し、長期固定借入比率を72%としております。また、長期資金の平均借入年限

は約3年となっております。

個人投資家さま向け会社説明会の開催
2007年8月に、より多くの個人投資家の皆さまに当社をご理解いただくため、個人投

資家さま向け会社説明会を開催いたしました。当日は当社の事業内容やクレジット業界

の現状、更なる成長に向けた新たな取り組み及び株主の皆さまへの利益還元などに

ついてご説明させていただきました。

今後も、個人投資家の皆さまへの情報開示の強化に取り組んでまいります。

「2007年インターネットＩＲ優良企業賞」受賞
主要上場会社1,849社のＩＲサイトを対象とした大和インベスターリレーションズ株式

会社の「インターネットＩＲ（投資家向け広報）サイトの優秀企業296社」に、当社のＩＲ

サイトが4年連続で選出されました。

FTSE 4 Good Indexの構成銘柄に3年連続で選定
英国FTSE社が開発し、広く世界的に受け入れられているSRIインデックス（社会的責

任投資の投資推奨指数）である「FTSE 4 Good Index」の構成銘柄に3年連続で選出

されました。このインデックスはCSR（企業の社会的責任）に関する世界基準で、

社会的責任を果たす信頼性の高い企業に投資選択するための指標として用いられ

ています。



中間連結財務諸表の概要

前期 当中間期 増減
（2007年2月20日現在）（2007年8月20日現在）

資産の部

流動資産 796,502 812,190 15,688

現金及び預金 28,725 21,746 △6,979 

割賦売掛金 260,790 276,578 15,787 

営業貸付金 507,115 515,342 8,227

その他 40,060 44,436 4,376

貸倒引当金 △40,189 △45,913 △5,723

固定資産 37,636 40,276 2,640

有形固定資産 8,036 8,739 702

建物 1,143 1,109 △33

車両運搬具 873 1,308 434

器具備品 6,019 6,320 300

無形固定資産 7,570 8,301 731

投資その他の資産 22,028 23,235 1,207

投資有価証券 14,258 14,292 34

その他 7,770 8,942 1,172

繰延資産 115 215 99

資産合計 834,254 852,682 18,428

中間連結貸借対照表 中間連結損益計算書 （単位：百万円） 中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）（単位：百万円）

前期 当中間期 増減
（2007年2月20日現在）（2007年8月20日現在）

負債の部
流動負債 221,828 245,453 23,624

短期借入金 34,019 31,805 △2,213 

1年以内返済予定の長期借入金 88,478 72,129 △16,348 

1年以内償還予定の社債 10,000 18,529 8,529

その他 89,331 122,988 33,657

固定負債 439,813 429,771 △10,042

社債 107,363 111,150  3,787

長期借入金 320,994 308,088 △12,906

利息返還損失引当金 6,989 6,997 7 

その他 4,466 3,535 △930

負債合計 661,642 675,224 13,582

純資産の部
株主資本 147,699 153,577 5,877

資本金 15,466 15,466 —

資本剰余金 17,053 17,053 0

利益剰余金 115,270 121,149 5,879

自己株式 △90 △91 △1

評価・換算差額等 7,812 6,432 △1,379

内、その他有価証券評価差額金 5,750 5,553 △196

少数株主持分 17,099 17,447 348

純資産合計 172,611 177,458 4,846

負債純資産合計 834,254 852,682 18,428

前中間期 当中間期 前期
2006年2月21日から 2007年2月21日から 2006年2月21日から
2006年8月20日まで 2007年8月20日まで 2007年2月20日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー △38,511 17,475 △64,235

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,616 △5,891 △10,077

財務活動によるキャッシュ・フロー 47,483 △16,744 79,664

現金及び現金同等物に係る換算差額 30 △266 437

現金及び現金同等物の増加（△減少）額 3,384 △5,427 5,788

新規連結による現金及び
現金同等物の増加額

3,546 — 3,581

現金及び現金同等物の期首残高 16,499 25,869 16,499

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

23,430 20,441 25,869

前中間期 当中間期 前年同期比（%）
2006年2月21日から 2007年2月21日から
2006年8月20日まで 2007年8月20日まで

営業収益 83,697 90,493 108.1
総合あっせん収益 19,052 22,330 117.2
個品あっせん収益 3,401 4,902 144.1
融資収益 57,453 58,726 102.2
融資代行収益 1,026 731 71.2
償却債権回収益 842 1,464 173.9
その他の収益 1,756 2,174 123.8
金融収益 163 163 100.1
営業費用 64,810 72,701 112.2
営業利益 18,887 17,792 94.2
営業外収益 154 281 181.6
営業外費用 177 184 103.8
経常利益 18,864 17,889 94.8
特別利益 633 1,189 187.8
特別損失 1,265 305 24.1
税金等調整前中間純利益 18,231 18,773 103.0
法人税等 7,338 6,961 94.9
少数株主利益 1,165 2,009 172.5 
中間純利益 9,728 9,801 100.8

（ ）（ ） （ ）（ ）（ ）

株主資本 評価・換算差額等

資本 利益 株主資本 その他 繰延ヘッジ 為替換算 評価・換算 少数株主 純資産資本金 剰余金 剰余金 自己株式 合計 有価証券 損益 調整勘定 差額等 持分 合計評価差額金 合計

前期末残高 15,466 17,053 115,270 △90 147,699 5,750 △42 2,104 7,812 17,099 172,611
中間期間中の変動額
剰余金の配当 △3,922 △3,922 △3,922
中間純利益 9,801 9,801 9,801
自己株式の取得 △1 △1 △1
自己株式の処分 0 0 0 0
株主資本以外の項目の
中間期中の変動額（純額）

△196 20 △1,203 △1,379 348 △1,031

中間期中の変動額合計 — 0 5,879 △1 5,877 △196 20 △1,203 △1,379 348 4,846
当中間期末残高 15,466 17,053 121,149 △91 153,577 5,553 △22 901 6,432 17,447 177,458

中間連結株主資本等変動計算書当中間期（2007年2月21日から2007年8月20日まで） （単位：百万円）
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純資産 （単位：億円）
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営業債権残高 （単位：億円）
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（中間期）

8,8218,821

※債権流動化分を含んでおります。
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中間単独財務諸表の概要

前期 当中間期 増減
（2007年2月20日現在）（2007年8月20日現在）

資産の部

流動資産 598,924 618,696 19,772

現金及び預金 16,056 10,751 △5,305

割賦売掛金 197,211 216,060 18,848

営業貸付金 385,585 393,750 8,164

その他 33,634 37,568 3,933

貸倒引当金 △33,564 △39,433 △5,868

固定資産 38,037 39,893 1,856

有形固定資産 3,904 4,030 126

建物 587 570 △17

車両運搬具 5 4 △0

器具備品 3,311 3,455 144

無形固定資産 4,974 5,676 702

投資その他の資産 29,159 30,186 1,027

投資有価証券 23,028 23,011 △17

その他 6,130 7,175 1,045

繰延資産 115 215 99

資産合計 637,077 658,806 21,728

前期 当中間期 増減
（2007年2月20日現在）（2007年8月20日現在）

負債の部

流動負債 162,832 183,714 20,881

短期借入金 14,400 10,509 △3,890

1年以内返済予定の長期借入金 58,800 45,400 △13,400

1年以内償還予定の社債 10,000 15,000 5,000

その他 79,632 112,805 33,172

固定負債 337,847 334,820 △3,027

社債 100,000 105,000 5,000

長期借入金 228,200 220,800 △7,400

利息返還損失引当金 6,965 6,945 △20

その他 2,681 2,075 △606

負債合計 500,680 518,534 17,854

純資産の部

株主資本 130,758 134,840 4,082

資本金 15,466 15,466 —

資本剰余金 17,053 17,053 0

利益剰余金 98,328 102,412 4,083

自己株式 △90 △91 △1

評価・換算差額等 5,638 5,430 △208

内、その他有価証券評価差額金 5,638 5,430 △208

純資産合計 136,396 140,271 3,874

負債純資産合計 637,077 658,806 21,728

前中間期 当中間期 前年同期比（%）
2006年2月21日から 2007年2月21日から
2006年8月20日まで 2007年8月20日まで

営業収益 61,425 60,889 99.1 
総合あっせん収益 16,001 18,074 113.0 
個品あっせん収益 7 6 83.6 
融資収益 43,538 41,173 94.6 
融資代行収益 1,033 737 71.3 
その他の収益 841 863 102.7 
金融収益 4 34 807.3 

営業費用 47,015 49,354 105.0 
営業利益 14,410 11,534 80.0 
営業外収益 864 1,350 156.2
営業外費用 168 164 97.4
経常利益 15,106 12,721 84.2 
特別利益 404 873 216.2 
特別損失 231 296 128.0 
税引前中間純利益 15,278 13,298 87.0
法人税等 6,220 5,292 85.1
中間純利益 9,058 8,006 88.4 

中間単独貸借対照表 （単位：百万円） 中間単独損益計算書 （単位：百万円）

（ ）（ ）
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中間単独損益計算書の概要

営業収益

608億89百万円（前年同期比99.1%）

総合あっせん収益

180億74百万円（前年同期比113.0%）

順調な会員拡大に加え、カード特典･機能の充実や

電子マネー一体型カードの発行などにより、稼働会

員数を前期より45万人純増の875万人に増加させる

ことができました。これにより、カードショッピング

取扱高が前年同期比117.3%の8,444億円となり、

総合あっせん収益は前年同期比113.0%となりました。

融資収益

411億73百万円（前年同期比94.6%）

与信管理の厳格化に伴い、カードキャッシング取扱

高は、前年同期比93.9%の2,520億円となりました。

また、本年3月より当社が提供するすべてのキャッシ

ングサービスの新規ご利用分の金利を18%以下に

引き下げました。この結果、融資収益は前年同期比

94.6%となりました。

※債権流動化分を含みます
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（2007年8月20日現在）

■取締役および監査役

代表取締役社長 森 美 樹

専　務　取　締　役 神 谷 和 秀

常　務　取　締　役 斉 藤 達 也

常　務　取　締　役 清 永 崇 司

常　務　取　締　役 河 田 和 彦

取　　締　　役 上 山 政 道

取　　締　　役 近 藤 安 彦

取　　締　　役 高 野 清 昭

取　　締　　役 山 田 義 隆

取　　締　　役 畠 田 公 二

取　　締　　役 玉 井 貢

取　　締　　役 浅 沼 清 保 　

常 勤　監　査　役※ 谷 内 寿 照

監　　査　　役※ 杉 原 弘 泰

監　　査　　役※ 人 見 信 男

監　　査　　役※ 若 林 秀 樹

（2007年8月20日現在）

■商号 イオンクレジットサービス株式会社

■上場証券取引所 東京証券取引所市場第一部
（証券コード：8570）

■本店 東京都千代田区神田錦町一丁目1番地

■電話番号 （03）5281-2030（代表）

■URL http://www.aeoncredit.co.jp

■設立 1981年6月20日

■資本金 154億6,650万円

■従業員数 4,428人（連結）922人（単独）

会社データ

株式の状況 （2007年8月20日現在）

■発行可能株式総数 540,000,000 株

■発行済株式総数 156,967,008 株

■ 株主数 16,644 名

大株主

株主名 持株数 持株比率
（千株） （%）

イオン株式会社 71,070 45.28

ステート ストリート バンク アンドトラストカンパニー 7,030 4.48

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4,714 3.00

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,214 2.68

ザ チェースマンハッタンバンクエヌエイ
2,730 1.74ロンドンエスエルオムニバスアカウント

マックスバリュ西日本株式会社 2,646 1.69

ミニストップ株式会社 2,290 1.46

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 1,581 1.01

ドレスナー・クラインオート証券会社東京支店 1,462 0.93

三菱ＵＦＪ証券株式会社 1,314 0.84

金融機関
14.88％

証券会社
2.81％

個人
7.28％

外国人、外国法人 　　
24.23％

その他
0.04％

国内の一般法人
50.76％

■所有者別株式数の構成比

株主メモ

■決算期 毎年2月20日
■定時株主総会 毎年5月20日までに実施
■株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目2番1号

みずほ信託銀行株式会社
■同事務取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目2番1号

みずほ信託銀行株式会社
本店証券代行部

■お問い合わせ先 〒135-8722
郵便物送付先 東京都江東区佐賀一丁目17番7号

みずほ信託銀行株式会社
証券代行部
電話 0120-288-324（フリーダイヤル）
（9:00～17:00 土日祝日を除く）

■同取次所 みずほ信託銀行株式会社
全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社
本店および全国各支店

■単元株式数 100株
■公告方法 電子公告

（http://www.aeoncredit.co.jp）
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞

に掲載することといたします。

※ 監査役は全員、会社法第2条第16号に定める社外監査役で
あります。

IRホームページのご案内

当社「株主・投資家情報」のホームページでは、最新のニュー

スリリースやカード取扱高の月次情報等をタイムリーに掲載し

ております。また、決算説明会や株主総会の動画配信を実施

し、情報開示の充実を図っております。

さらに、個人投資家の皆さま向けのコンテンツとして「よくわ

かるイオンクレジットサービス」を開設し、当社の事業内容か

ら業界の動向、業績の推移、株主の皆さまへの利益還元まで、

わかりやすくご説明させて頂いております。

ぜひお気軽にご利用ください。

http://www.aeoncredit.co.jp/aeon/ir/


